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今夏の節電目標の改定方針について（案） 

 

平成２４年６月２２日 

電力需給に関する検討会合 

エネルギー・環境会議 

 

１．節電目標の改定にあたっての基本的考え方 

 

（１）平成２４年６月１６日に開催された四大臣会合において、政府は、大飯原子力

発電所３号機、４号機の再起動を決定した。 

（２）大飯原子力発電所３号機が再起動された後、４号機が再起動される予定であり、

３号機、４号機の再起動には、それぞれ約３週間を要する見込みである。 

（３）その際、再起動の作業が遅延する可能性があるため、大飯原子力発電所３号機

の再起動が確実となる段階（再起動して発電が開始され、定格熱出力一定運転と

なる段階。）までは、「今夏の電力需給対策について（平成２４年５月１８日電力

需給に関する検討会合／エネルギー・環境会議）」で決定された節電目標を堅持

することが必要である。 

（４）大飯原子力発電所３号機の再起動が確実となった段階（再起動して発電が開始

され、定格熱出力一定運転となった段階。）において、次の方針に従い、節電目

標を改定する。 

なお、大飯原子力発電所４号機の再起動に伴う節電目標の改定については、大

飯原子力発電所３号機の再起動が確実となった段階を目途にその方針を固め、大

飯原子力４号機の再起動が確実となった段階で改定する。 

 

２．大飯原子力発電所３号機の再起動に伴う節電目標の改定方針 

 

 大飯原子力発電所３号機の再起動が確実となった段階（再起動して発電が開始され、

定格熱出力一定運転となる段階。）において、「今夏の電力需給対策について」で決定

された節電目標を以下のとおり改定する。 

  

①大飯原子力発電所３号機の再起動により、中西日本（中部、関西、北陸、中国、

四国、九州電力）において、電力の供給力が約１７０万 kW 増加1することに合わ

せ、関西電力管内の節電目標を、一昨年比▲１０％以上に低減する。 

②中部、北陸、中国電力管内においては、広域レベルでの節電目標の共有を一部継

                                                  
1 約１７０万 kW のうち、大飯原子力発電所３号機の出力は、１１８万 kW。残りは、揚水汲み上げ

電力の増加等に伴う揚水供給力の増加分。 
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続することとし、定着した節電分相当2を数値目標として設定する3。 

③四国、九州電力管内については、現在の節電目標を維持する4。 

④数値目標を伴う節電要請期間及び時間は変更しない。 

なお、大飯原子力発電所の再起動は、基本的に、中西日本地域の供給増をもた

らすものであり、東日本地域の節電目標等は変更しない。 

 

＜現在の節電目標と改定後の節電目標＞ 

 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 

現在の節電

目標 

▲５％ 

以上 

▲１５％

以上 

▲５％ 

以上 

▲５％ 

以上 

▲７％ 

以上 

▲１０％

以上 

改定後の節

電目標 

▲４％ 

以上 

（定着した節電分） 

▲１０％

以上 

▲４％ 

以上 

（定着した節電分）

▲３％ 

以上 

（定着した節電分）

▲７％ 

以上 

▲１０％

以上 

 

これら、数値目標を伴う節電を要請することにより、引き続き、中西日本全体にお

いて、＋３％以上の供給予備率を確保する。 

 

以上 

                                                  
2 「定着した節電」とは、需給検証委員会で示されたとおり、現在行われている無理のない節電

（ストレスが小さく、かつ、コストが少ない、もしくは投資回収ができるもの）を指す。例え

ば、照明や空調の調整等による節電が挙げられる。 
3 中部、北陸、中国電力管内における定着した節電は、それぞれ一昨年比▲３．６％、▲３．７％、

▲２．５％であることから、中部、北陸、中国電力管内の節電目標を、それぞれ▲４％以上、

▲４％以上、▲３％以上とする。 
4 四国電力管内については、▲７％以上の節電目標は、単独で需給ギャップを解消した上で余力

があれば需給がひっ迫している他地域への電力融通を行うという前提であった。大飯原子力発

電所３号機が再起動した後も、中西日本全体では、電力供給の余力があるとはいえないため、

四国電力管内については、▲７％以上の節電目標を維持する。 


